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○実施概要

○調査時期

○調査対象

北陸経済連合会会員企業

○回収率

回答率49.6％（送付企業288社、回収数143社）　

○調査企業概要

　北陸の景気動向や業況その他について、会員の意見、要望を迅速かつ的確に把握し、各
方面への要望活動に活かすため、北陸地域の景況などに関するアンケート調査を実施し
た。[今回で48回目]
　以下、その結果を報告する。

2022年10月3日～10月14日

1. アンケート調査実施概要
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現在の業績水準については、「大変良い」「良い」とみている企業が24.5％(前回
21.0％)、「どちらともいえない」とみている企業が47.6％（前回46.6％）、「悪い」
「大変悪い」とみている企業が25.9％(前回31.6％)と、「良い」とみている企業より「悪
い」とみている企業が1.4ポイント上回っている。

※業績判断BSI：各社の業績が前期より（「改善」「やや改善」）―（「悪化」「やや悪化」）回答社数構成比

2022年度上期の業績については、前期（2021年度下期）と比べて「改善した」「やや改善
した」と答えた企業が32.9％で、「やや悪化した」「悪化した」の26.6％を6.3ポイント
上回っている。「変わらない」と答えた企業は38.5％となっている。

経営上の課題では、「人材養成・確保」67.1％（前回：人材育成・確保62.4％）が最も多
く、次いで「国内販売力の強化」44.1％（前回：国内営業の強化と新規事業・新商品開発
が同率で36.8％）、「新分野への進出」35.0％（前回：デジタル化の推進34.6％）、「原
材料費の削減」25.9％（前回：コスト削減25.6％）が続いている。規模別では、「人材養
成・確保」（大：54.9％、中堅：72.5％、中小：75.0％）が特に多くなっており、前回か
ら引き続き、全ての規模の企業が「人材養成・確保」を課題と捉えている。

現在の業績水準を業種別でみると、製造業では「大変良い」「良い」17.3％より「大変悪
い」「悪い」30.8％が上回ったものの、非製造業では「大変良い」「良い」28.6％が「大
変悪い」「悪い」23.1％を上回っている。

2022年度上期の景気判断BSI※は、15.4となり前期（2021年度下期：
▲2.3）から大幅に上昇した。回復した理由として、製造業では「設
備投資の回復」、非製造業では「個人消費の回復」が最も多かっ
た。

2022年度上期の業績について、業績判断BSIの現状判断は、6.3となり、前回調査（2021年
度下期）の8.3と同様にプラスを維持し、来期（2022年度下期）の見通しについては9.1
（今期6.3）と改善を見込む企業が上回っている。特に製造業では、1年ぶりにプラスに転
じ、来期の見通しについてもプラス拡大傾向となった。大企業で15.7（今期0.0）、中堅
企業0.0（今期▲5.0）と改善を見込む企業が上回ったが、中小企業9.6（今期21.1）は
11.5ポイントの減少となった。

現在の景気が「すでに回復」「回復基調」とした企業に、回復した理由を尋ねたところ、
「個人消費の回復」が47.1％と最も多く、次いで「設備投資の回復」41.2％、「企業収益
の回復」38.2％となっている。製造業では「設備投資の回復」50.0％、非製造業では「個
人消費の回復」55.0％がそれぞれ最も多くなった。

来期（2022年度下期）の業績見通しについては、今期と比べて「改善する」「やや改善す
る」と答えた企業が30.1％で、「やや悪化する」「悪化する」の21.0％を9.1ポイント上
回っている。「変わらない」と答えた企業は46.9％となっている。

2022年度上期の業績判断BSI※は、6.3となり前期同様（2021年度下
期：8.3）プラスを維持した。特に製造業では、1年ぶりにプラスに
転じ、来期の見通しについてもプラス拡大傾向となった。経営上の
課題としては、前期から引き続き「人材養成・確保」を課題とする
企業が最も多かった。

現在の景気が「横這い」「下降」とした企業に、景気が悪い理由を尋ねたところ、「資源
高、円安の影響」が71.4％と大半を占め、「新型コロナの影響」が45.7％、「個人消費の
低迷」が42.9％で続いている。

2022年度上期の景気動向については、前期（2021年度下期）と比べて「良くなった」「や
や良くなった」と答えた企業が37.1％で、「やや悪くなった」「悪くなった」の21.7％を
大幅に上回っている。「変わらない」と答えた企業が39.9％となっている。
来期（2022年度下期）の見通しについては今期と比べて「良くなる」「やや良くなる」と
答えた企業が30.1％で、「やや悪くなる」「悪くなる」の25.9％を小幅ながら上回ってい
る。

※景気判断BSI：北陸地域の景気が（「良くなった」「やや良くなった」）―（「悪くなった」「やや悪くなった」）回答社数構成比

2022年度上期の景気基調をみると、「すでに回復」「回復基調」と回答した企業は23.8％
（前回23.4％）となり、「横這い」が58.7％（前回60.2％）、「下降」が14.7％（前回
12.8％）となり、前回調査よりも「回復」「下降」回答ともに増加、「横這い」回答が減
少傾向である。

2022年度上期の景気について、景気判断BSI（図表3、※）では15.4となり、前回調査
(2021年度下期）の▲2.3から大幅に上昇している。業種別にみても、製造業が19.2(前回
5.0）、非製造業が13.2（前回▲5.4）と、どちらも上昇している。

２. アンケート調査結果概要

北陸の景気動向

会員企業の業績

[ 総 括 ]
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１．賃金動向について

・

・

・

・

・

・

・

・ 今後のエネルギー政策について、必要な対応としては、「安全性が確認された原子力発電
所の早期再稼働」（54.5％）が最も多く、続いて「再生可能エネルギー・新エネルギーの
開発促進や導入拡大」（49.0％）、「燃料油価格激変緩和補助金の継続」と「省エネ設備
の導入促進に資する税制・補助金の拡充」が（42.0％）で同率となっている。
規模別では、大企業は「再生可能エネルギー・新エネルギーの開発促進や導入拡大」
（60.8％）で最も多く、中堅企業と中小企業はともに「安全性が確認された原子力発電所
の早期再稼働」（中堅：55.0％、中小：55.8％）が最も多くなった。

150超の具体的な数値（2022年7月の状況の数値化）
150超の全回答は4件で、「152」　1件、「200」　2件、数値回答無し　1件。

※エネルギーコスト（燃料、電気、ガス等）について、1年前（2021年7月）の全経費中のエ
ネルギーコストを「100」とした場合、2022年7月の状況を数値化するとどうなりますか。

２．エネルギー価格の
高騰について

2022年7月のエネルギー価格（2021年7月を100とした対比）の数値化で、1割を超える上昇
となったとする回答（「110超～150超」61.6％）は、全産業で約6割となった。また、製
造業（78.8％）では約8割で、非製造業（51.7％）では約5割となった。2021年7月からの
上がり幅は、製造業が非製造業よりも大きくなっている。

2022年7月のエネルギー価格（2021年7月を100とした対比）の数値化で、1割を超
える上昇となったとする回答は、全産業で約6割となった。また、製造業では約8
割で、非製造業では約5割となった。2021年7月からの上がり幅は、製造業が非製
造業よりも大きくなっている。エネルギー価格の高騰への対策・対応について
「製品・サービス等への価格転嫁」と回答した企業は、製造業では54.0％、非製
造業では21.5％となっており、価格転嫁があまり進んでいない状況である。今後
のエネルギー政策での必要な対応としては、全産業で「安全性が確認された原子
力発電所の早期再稼働」が最も多くなっており、続いて「再生可能エネルギー・
新エネルギーの開発促進や導入拡大」となっている。

エネルギー価格高騰への対策・対応としては、「節電や省エネ努力（主に運用面での改
善）」（75.2％）が最も多く、続いて「省エネ設備等の導入（設備投資による改善）」と
「製品・サービス等への価格転嫁」（34.1％）が同率となっている。
規模別では、すべての規模において「節電や省エネ努力（主に運用面での改善）」が最も
多く、大企業（77.8％）、中堅企業（70.3％）、中小企業（76.6％）となっている。
業種別で、「製品・サービス等への価格転嫁」と回答した企業は、製造業では54.0％、非
製造業では21.5％となっており、価格転嫁があまり進んでいない状況である。

2022年度に賃上げを「実施した」企業は7割を超えた。規模別では、中小企業の割
合が最も高くなっている。賃上げ内容としては、製造業、非製造業ともに「ベー
スアップ」が最多となり、賃上げした理由は、「人材確保・定着のため」との回
答が大多数となった。また、賃上げを実施していない理由として、製造業では
「業績が悪化しているため」、「先行きの見通しが不透明」と続き、非製造業で
は「現状の賃金が適切であるため」、「先行きの見通しが不透明」となった。

賃上げした理由は、「人材確保・定着のため」（76.2％）が最も多く、続いて「業績改善
したため（予定も含む）」（20.8％）、「物価上昇したため」と「同業他社水準に合わせ
るため」はともに（15.8％）となっている。
規模別では、大企業、中堅企業、中小企業、何れも「人材確保・定着のため」が最も多く
なっており、（大：79.4％、中堅：64.0％、中小：81.0％）となっている。

2022年度の賃上げの実施について、「実施した」（70.6％）、「実施していない」
（29.4％）となった。業種別での「実施した」割合は、製造業が（82.7％)、非製造業で
は（63.7%）となっている。規模別での「実施した」割合は、（大：66.7％、中堅：
62.5％、中小：80.8％）となり、中小企業の割合が最も高くなっている。
賃上げの内容は、「ベースアップ」（74.3％）が最も多く、続いて「新卒者の初任給の増
額」（26.7％）、「パート勤務者の時給増」（19.8％）となっている。
規模別では、大企業、中堅企業、中小企業、何れも「ベースアップ」が最も多くなってお
り、（大：79.4％、中堅：48.0％、中小：85.7％）となっている。

賃上げ実施していない理由としては、「現状の賃金が適切であるため」（45.2％）が最も
多く、続いて「先行きの見通しが不透明」（40.5％）、「業績が悪化しているため」
（31.0％）となっている。
製造業では「業績が悪化しているため」、「先行きの見通しが不透明」と続き、非製造業
では「現状の賃金が適切であるため」、「先行きの見通しが不透明」となった。
規模別では、大企業は「現状の賃金が適切であるため」(52.9％)で最も多く、中堅企業は
「先行きの見通しが不透明」（46.7％）、中小企業も同じく「先行きの見通しが不透明」
（60.0％）となっている。

２. アンケート調査結果概要

[ 総 括 ]

その他
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2022年度上期の景気判断BSI※は、15.4となり前期（2021年度下期：▲
2.3）から大幅に上昇した。回復した理由として、製造業では「設備投
資の回復」、非製造業では「個人消費の回復」が最も多かった。

注) 2022年4～9月(今期)の変化幅は2021年10～3月(前期)との対比、2022年10～3月(見通し)の変化幅は2022年4～9月(今期)との対比。

図表3.2022年度上期の景気判断と見通し

2022年度上期の景気について、景気判断BSI（図表3、※）では15.4となり、前回調査(2021
年度下期）の▲2.3から大幅に上昇している。業種別にみても、製造業が19.2(前回5.0）、
非製造業が13.2（前回▲5.4）と、どちらも上昇している。

2022年度上期の景気動向については、前期（2021年度下期）と比べて「良くなった」「やや
良くなった」と答えた企業が37.1％で、「やや悪くなった」「悪くなった」の21.7％を大幅
に上回っている。「変わらない」と答えた企業が39.9％となっている。(図表1)

来期（2022年度下期）の見通しについては今期と比べて「良くなる」「やや良くなる」と答
えた企業が30.1％で、「やや悪くなる」「悪くなる」の25.9％を小幅ながら上回っている。
（図表2）

図表1.2022年度上期の景気（前期比）

図表2.2022年度下期の景気見通し（今期比）

※景気判断BSI：北陸地域の景気が（「良くなった」「やや良くなった」）―（「悪くなった」「やや悪くなった」）回答社数構成比

規模別にみると、大企業が17.7（前回9.5）、中堅企業が17.5（前回4.9）、中小企業が11.5
（▲18.0）と全規模において、上昇傾向にある。（図表3）
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３. アンケート調査結果詳細
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図表5.2022年度上期の景気基調

図表4.景気判断BSIの推移（2004上期～2022上期）

景気判断BSIの推移をみると、2022年度上期の景気判断BSIは15.4となり、前回調査（2021年
度下期：▲2.3）から上昇した。（図表4）

2022年度上期の景気基調をみると、「すでに回復」「回復基調」と回答した企業は23.8％
（前回23.4％）となり、「横這い」が58.7％（前回60.2％）、「下降」が14.7％（前回
12.8％）となり、前回調査よりも「回復」「下降」回答ともに増加、「横這い」回答が減少
傾向である。（図表5）
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・

◎その他（記入内容はそのまま記載）
・

・

◎その他（記入内容はそのまま記載）
・米国の政策金利の先行不透明感、物量不足、ロシア・ウクライナ情勢、物価高

など

現在の景気が「すでに回復」「回復基調」とした企業に、回復した理由を尋ねたところ、
「個人消費の回復」が47.1％と最も多く、次いで「設備投資の回復」41.2％、「企業収益の
回復」38.2％となっている。製造業では「設備投資の回復」50.0％、非製造業では「個人消
費の回復」55.0％がそれぞれ最も多くなった。（図表6）

現在の景気が「横這い」「下降」とした企業に、景気が悪い理由を尋ねたところ、「資源
高、円安の影響」が71.4％と大半を占め、「新型コロナの影響」が45.7％、「個人消費の低
迷」が42.9％で続いている。（図表7）

図表7.2022年度上期の景気の悪い理由
景気が「横這い」「下降」と回答された企業

図表6.2022年度上期の景気が良い理由（複数回答）
景気が「すでに回復」「回復基調」と回答された企業

部品調達困難な状況の緩和、コロナ状況の改善、新型コロナの規制緩和（人の
流れの回復）、コロナ禍の縮小化など
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1.9

1.0

6.7

69.4

50.0

50.0

19.4

19.4

2.8

8.3

5.6

5.6

0.0

0.0

5.6

72.5

43.5

39.1

24.6

7.2

8.7

4.3

4.3

2.9

2.9

1.4

7.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

資源高、円安の影響

新型コロナの影響

個人消費の低迷

企業収益の減少

設備投資の減少

自然災害の影響

公共投資の減少

輸出（外需）の減少

住宅投資の減少

米中貿易摩擦の影響

消費税増税の影響

その他

全 産 業(n=105)

製 造 業(n=36)

非製造業 (n=69)

(%)

47.1

41.2

38.2

11.8

8.8

2.9

2.9

17.6

35.7

50.0

21.4

21.4

7.1

0.0

0.0

21.4

55.0

35.0

50.0

5.0

10.0

5.0

5.0

15.0

0 10 20 30 40 50 60

個人消費の回復

設備投資の回復

企業収益の回復

輸出（外需）の増加

公共投資の効果

住宅投資の増加

経済政策

その他

全 産 業(n=34)

製 造 業(n=14)

非製造業 (n＝20)
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・

図表8.北陸地域の景気が回復に転じる時期
景気が「横這い」「下降」と回答された企業

現在の景気が「横這い」「下降」とした企業に対し、今後回復に転じると予想される時期に
ついて尋ねたところ、「2023年度上期」が34.3％、「2024年度上期以降」が25.7％、「2023
年度下期」が18.1％となっている。（図表8）

2022下期

4.8%

2023上期

34.3%

2023下期

18.1%

2024上期 以降

25.7%

その他

3.8%

無回答

13.3%

(n=105)
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・

・

・

来期（2022年度下期）の業績見通しについては、今期と比べて「改善する」「やや改善す
る」と答えた企業が30.1％で、「やや悪化する」「悪化する」の21.0％を9.1ポイント上
回っている。「変わらない」と答えた企業は46.9％となっている。(図表10)

注) 2022年4～9月(今期)の変化幅は2021年10～3月(前期)との対比、2022年10～3月(見通し)の変化幅は2022年4～9月(今期)との対比。

図表11.2022年度上期の業績判断と見通し

図表10.2022年度下期の業績見通し（今期比）

2022年度上期の業績について、業績判断BSIの現状判断は、6.3となり、前回調査（2021年度
下期）の8.3と同様にプラスを維持し、来期（2022年度下期）の見通しについては9.1（今期
6.3）と改善を見込む企業が上回っている。特に製造業では、1年ぶりにプラスに転じ、来期
の見通しについてもプラス拡大傾向となった。大企業で15.7（今期0.0）、中堅企業0.0（今
期▲5.0）と改善を見込む企業が上回ったが、中小企業9.6（今期21.1）は11.5ポイントの減
少となった。（図表11）

2022年度上期の業績判断BSI※は、6.3となり前期同様（2021年度下
期：8.3）プラスを維持した。特に製造業では、1年ぶりにプラスに転
じ、来期の見通しについてもプラス拡大傾向となった。経営上の課題
としては、前期から引き続き「人材養成・確保」を課題とする企業が
最も多かった。

※業績判断BSI：各社の業績が前期より（「改善」「やや改善」）―（「悪化」「やや悪化」）回答社数構成比

図表9.2022年度上期の業績（前期比）

2022年度上期の業績については、前期（2021年度下期）と比べて「改善した」「やや改善し
た」と答えた企業が32.9％で、「やや悪化した」「悪化した」の26.6％を6.3ポイント上
回っている。「変わらない」と答えた企業は38.5％となっている。(図表9)

Ⅱ.会員企業の業績

改善した
4.9%

やや改善した
28.0%

変わらない
38.5%

やや悪化し

た 18.2%

悪化した
8.4%

無回答
2.1%

(n=143)

改善する
1.4%

やや改善する
28.7%

変わらない
46.9%

やや悪化する
16.8%

悪化する
4.2%

無回答
2.1%

(n=143)

 8



・

・

・

図表12.業績判断BSIの推移（2004上期～2022上期）

業績判断BSIの推移をみると、2022年度上期の業績判断BSIは、6.3（前回8.3）となった。
（図表12）

現在の業績水準については、「大変良い」「良い」とみている企業が24.5％(前回21.0％)、
「どちらともいえない」とみている企業が47.6％（前回46.6％）、「悪い」「大変悪い」と
みている企業が25.9％(前回31.6％)と、「良い」とみている企業より「悪い」とみている企
業が1.4ポイント上回っている。

図表13.現在の業績水準

現在の業績水準を業種別でみると、製造業では「大変良い」「良い」17.3％より「大変悪
い」「悪い」30.8％が上回ったものの、非製造業では「大変良い」「良い」28.6％が「大変
悪い」「悪い」23.1％を上回っている。(図表13)

5.34.8

▲ 0.6

21.5

14.7
15.1

▲ 22.4
▲ 21.7

▲ 46.1

▲ 70.3

▲ 37.8

1.8
10.2

26.8

▲ 12.1

11.9

▲ 2.2▲ 2.2

28.1

39.9

6.1
15.6

18.3

▲ 0.6

▲ 9.5

8.4
16.7

21.0

11.1
4.0

▲ 9.6

▲ 25.9

▲ 62.7

7.3

0.0

8.3
6.3

▲ 80

▲ 60

▲ 40

▲ 20

0

20

40

60

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

2022年

1.5 

2.8 

3.8

2.2

2.0 

5.0 

1.9 

19.5 

21.7 

13.5

26.4

19.6 

20.0 

25.0 

46.6 

47.6 

50.0

46.2

52.9 

40.0 

48.1 

26.3 

21.7 

21.2

22.0

17.6 

25.0 

23.1 

5.3 

4.2 

9.6

1.1

3.9 

7.5 

1.9 

0.8 

2.1 

2.2

3.9 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査(n=133)      （2021年度下期）

全 産 業 (n=143)

製 造 業 (n=52)

非製造業 (n=91)

大 企 業 (n=51)

中堅企業 (n=40)

中小企業 (n=52)

大変良い 良い どちらとも言えない 悪い 大変悪い 無回答
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・

【業種別】

【規模別】

図表14.経営上の課題（3つまで回答）

経営上の課題では、「人材養成・確保」67.1％（前回：62.4％）が最も多く、次いで「国内
販売力の強化」44.1％（前回：国内営業の強化と新規事業・新商品開発が同率で36.8％）、
「新分野への進出」35.0％（前回：デジタル化の推進34.6％）、「原材料費の削減」25.9％
（前回：コスト削減25.6％）が続いている。規模別では、「人材養成・確保」（大：
54.9％、中堅：72.5％、中小：75.0％）が特に多くなっており、前回から引き続き、全ての
規模の企業が「人材養成・確保」を課題と捉えている。（図表14)

(%)

67.1

44.1

35.0

25.9

21.0

15.4

11.9

7.7

6.3

6.3

2.8

1.4

0.7

4.9

55.8

32.7

32.7

42.3

30.8

19.2

23.1

9.6

1.9

3.8

0.0

3.8

0.0

3.8

73.6

50.5

36.3

16.5

15.4

13.2

5.5

6.6

8.8

7.7

4.4

0.0

1.1

5.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80

人材養成・確保

国内販売力の強化

新分野への進出

原材料費の削減

新商品開発

環境問題への対応

研究開発

円滑な資金調達

災害に備えた対策

感染症対策

過剰設備の削減

輸出競争力の強化

余剰人員の削減

その他

全産業(n=143)

製造業(n=52 )

非製造業 (n＝91)

54.9

43.1

41.2

35.3

15.7

31.4

11.8

5.9

3.9

0.0

3.9

2.0

0.0

2.0

72.5

45.0

27.5

22.5

30.0

12.5

10.0

10.0

7.5

12.5

2.5

0.0

2.5

5.0

75.0

44.2

34.6

19.2

19.2

1.9

13.5

7.7

7.7

7.7

1.9

1.9

0.0

7.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

人材養成・確保

国内販売力の強化

新分野への進出

原材料費の削減

新商品開発

環境問題への対応

研究開発

円滑な資金調達

災害に備えた対策

感染症対策

過剰設備の削減

輸出競争力の強化

余剰人員の削減

その他

大 企 業 (n＝51)

中堅企業 (n＝40)

中小企業 (n＝52)

(%)
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１．賃金動向について

・

図表15.2022年度の賃上げについて

2022年度の賃上げの実施について、「実施した」（70.6％）、「実施していない」
（29.4％）となった。業種別での「実施した」割合は、製造業が（82.7％)、非製造業では
（63.7%）となっている。規模別での「実施した」割合は、（大：66.7％、中堅：62.5％、中
小：80.8％）となり、中小企業の割合が最も高くなっている。（図表15）

2022年度に賃上げを「実施した」企業は7割を超えた。規模別では、中小企業の割
合が最も高くなっている。賃上げ内容としては、製造業、非製造業ともに「ベース
アップ」が最多となり、賃上げした理由は、「人材確保・定着のため」との回答が
大多数となった。また、賃上げを実施していない理由として、製造業では「業績が
悪化しているため」、「先行きの見通しが不透明」と続き、非製造業では「現状の
賃金が適切であるため」、「先行きの見通しが不透明」となった。

(%)

Ⅲ.その他

70.6

82.7

63.7

66.7

62.5

80.8

29.4

17.3

36.3

33.3

37.5

19.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 産 業 (n=143)

製 造 業 (n=52)

非製造業 (n=91)

大 企 業 (n=51)

中堅企業 (n=40)

中小企業 (n=52)

実施した 実施していない 引き下げ実施 無回答
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・

【業種別】

【規模別】

◎その他（記入内容はそのまま記載）
・定期昇給、一時金支給時（7月）に賃上げ相当分を支給、ボーナスの係数増、

賞与への特別加算、高卒・短大卒の管理職以上の増額、職能給など

図表16.賃上げの内容について（複数回答）

賃上げの内容は、「ベースアップ」（74.3％）が最も多く、続いて「新卒者の初任給の増
額」（26.7％）、「パート勤務者の時給増」（19.8％）となっている。
規模別では、大企業、中堅企業、中小企業、何れも「ベースアップ」が最も多くなってお
り、（大：79.4％、中堅：48.0％、中小：85.7％）となっている。（図表16）

74.3

26.7

19.8

15.8

3.0

79.1

30.2

14.0

18.6

0.0

70.7

24.1

24.1

13.8

5.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

ベースアップ

新卒者の初任給の増額

パート勤務者の時給増

その他

無回答

全 産 業 (n=101)

製 造 業 (n=43)

非製造業 (n=58)

(%)

79.4

29.4

8.8

23.5

2.9

48.0

28.0

40.0

24.0

0.0

85.7

23.8

16.7

4.8

4.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

ベースアップ

新卒者の初任給の増額

パート勤務者の時給増

その他

無回答

大 企 業 (n=34)

中堅企業 (n=25)

中小企業 (n=42)

(%)
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・

　【業種別】

◎ その他（記入内容はそのまま記載）
・最低賃金の引き上げ、従業員処遇改善、　社員のモチベーションを高めるため
国土交通省ほか発注工事における評価点アップの対象になるから、
政府要請「３％賃上げ」による国交省の誓約を受けてなど

　【規模別】

図表17.賃上げした理由について（複数回答可）

賃上げした理由は、「人材確保・定着のため」（76.2％）が最も多く、続いて「業績改善し
たため（予定も含む）」（20.8％）、「物価上昇したため」と「同業他社水準に合わせるた
め」はともに（15.8％）となっている。
規模別では、大企業、中堅企業、中小企業、何れも「人材確保・定着のため」が最も多く
なっており、（大：79.4％、中堅：64.0％、中小：81.0％）となっている。（図表17）

(%)

(%)

76.2

20.8

15.8

15.8

4.0

8.9

5

72.1

30.2

23.3

11.6

4.7

4.7

7

79.3

13.8

10.3

19.0

3.4

12.1

3.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

人材確保・定着のため

業績改善したため（予定も含む）

物価上昇したため

同業他社水準に合わせるため

賃上げ促進税制による税制控除

を受けるため

その他

無回答

全 産 業 (n=101)

製 造 業 (n=43)

非製造業 (n=58)

79.4

23.5

11.8

20.6

2.9

8.8

5.9

64.0

20.0

16.0

24.0

4.0

24

4

81.0

19.0

19.0

7.1

4.8

0

4.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

人材確保・定着のため

業績改善したため（予定も含む）

物価上昇したため

同業他社水準に合わせるため

賃上げ促進税制による税制控除

を受けるため

その他

無回答

大 企 業 (n=34)

中堅企業 (n=25)

中小企業 (n=42)
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・

【業種別】

【規模別】

◎その他（記入内容はそのまま記載）
・賃上げは実施していないが総体人件費で2％ＵＰ、社内評価基準による、

業績連動重視のため、2年毎の改定のためなど

図表18.賃上げ実施していない理由について（複数回答）

賃上げ実施していない理由としては、「現状の賃金が適切であるため」（45.2％）が最も多
く、続いて「先行きの見通しが不透明」（40.5％）、「業績が悪化しているため」
（31.0％）となっている。
製造業では「業績が悪化しているため」、「先行きの見通しが不透明」と続き、非製造業で
は「現状の賃金が適切であるため」、「先行きの見通しが不透明」となった。
規模別では、大企業は「現状の賃金が適切であるため」(52.9％)で最も多く、中堅企業は
「先行きの見通しが不透明」（46.7％）、中小企業も同じく「先行きの見通しが不透明」
（60.0％）となっている。（図表18）

(%)

(%)

45.2

40.5

31.0

4.8

2.4

0

9.5

0.0

55.6

66.7

0.0

0.0

0

22.2

57.6

36.4

21.2

6.1

3.0

0

6.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80

現状の賃金が適切であるため

先行きの見通しが不透明

業績が悪化しているため

同業他社も上げていないため

賃金を上げなくても人材確保が出

来ているため

人件費以外他の経費を優先する

ため

その他

全 産 業 (n=42)

製 造 業 (n=9)

非製造業 (n=33)

52.9

23.5

17.6

5.9

0.0

0

11.8

40.0

46.7

40.0

6.7

6.7

0

13.3

40.0

60.0

40.0

0.0

0.0

0

0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

現状の賃金が適切であるため

先行きの見通しが不透明

業績が悪化しているため

同業他社も上げていないため

賃金を上げなくても人材確保が出

来ているため

人件費以外他の経費を優先する

ため

その他

大 企 業 (n=17)

中堅企業 (n=15)

中小企業 (n=10)
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・

【業種別】

・

【規模別】

２．エネルギー価格の
高騰について

2022年7月のエネルギー価格（2021年7月を100とした対比）の数値化で、1割を超え
る上昇となったとする回答は、全産業で約6割となった。また、製造業では約8割
で、非製造業では約5割となった。2021年7月からの上がり幅は、製造業が非製造業
よりも大きくなっている。エネルギー価格の高騰への対策・対応について「製品・
サービス等への価格転嫁」と回答した企業は、製造業では54.0％、非製造業では
21.5％となっており、価格転嫁があまり進んでいない状況である。今後のエネル
ギー政策での必要な対応としては、全産業で「安全性が確認された原子力発電所の
早期再稼働」が最も多くなっており、続いて「再生可能エネルギー・新エネルギー
の開発促進や導入拡大」となっている。

150超の全回答は4件で、「152」　1件、「200」　2件、数値回答無し　1件。
150超の具体的な数値（2022年7月の状況の数値化）

図表19.2022年7月の数値について

※エネルギーコスト（燃料、電気、ガス等）について、1年前（2021年7月）の全経費中のエネルギー
コストを「100」とした場合、2022年7月の状況を数値化するとどうなりますか。

2022年7月のエネルギー価格（2021年7月を100とした対比）の数値化で、1割を超える上昇と
なったとする回答（「110超～150超」61.6％）は、全産業で約6割となった。また、製造業
（78.8％）では約8割で、非製造業（51.7％）では約5割となった。2021年7月からの上がり幅
は、製造業が非製造業よりも大きくなっている。（図表19）
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・

【業種別】

【規模別】

◎その他（記入内容はそのまま記載）
・低燃費機械の導入、契約電力値変更など

図表20.具体的な対策・対応について（複数回答）

エネルギー価格高騰への対策・対応としては、「節電や省エネ努力（主に運用面での改
善）」（75.2％）が最も多く、続いて「省エネ設備等の導入（設備投資による改善）」と
「製品・サービス等への価格転嫁」（34.1％）が同率となっている。
規模別では、すべての規模において「節電や省エネ努力（主に運用面での改善）」が最も多
く、大企業（77.8％）、中堅企業（70.3％）、中小企業（76.6％）となっている。
業種別で、「製品・サービス等への価格転嫁」と回答した企業は、製造業では54.0％、非製
造業では21.5％となっており、価格転嫁があまり進んでいない状況である。（図表20）
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・

【業種別】

【規模別】

図表21.今後のエネルギー政策での必要な対応について（複数回答）

今後のエネルギー政策について、必要な対応としては、「安全性が確認された原子力発電
所の早期再稼働」（54.5％）が最も多く、続いて「再生可能エネルギー・新エネルギーの
開発促進や導入拡大」（49.0％）、「燃料油価格激変緩和補助金の継続」と「省エネ設備
の導入促進に資する税制・補助金の拡充」が（42.0％）で同率となっている。
規模別では、大企業は「再生可能エネルギー・新エネルギーの開発促進や導入拡大」
（60.8％）で最も多く、中堅企業と中小企業はともに「安全性が確認された原子力発電所
の早期再稼働」（中堅：55.0％、中小：55.8％）が最も多くなった。（図表21）
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